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Ⅰ 総務部予算の概要 
                       
  令和６年度は、「やまぐち未来維新プラン」に基づき、コロナ禍からの発展的再 

生を着実に実現していく中で、県政最大かつ喫緊の課題となっている人口減少の克 

服に向け、重点的に取組を進めることが示されました。 

  総務部では、「やまぐち未来維新プラン」に掲げる維新プロジェクトの重点施策を

着実に推進するほか、能登半島地震や近年の大雨等の頻発化・激甚化する大規模な自

然災害に対する取組を進めていきます。 

  また、岩国基地に係る交付金関連事業として、再編関連特別地域整備事業について、

国交付金（５０億円）及び基金繰入金を活用し、ハード・ソフト両面から、岩国・和

木・大島地域の振興や安心・安全対策に取り組みます。 

 
  
◇ 主要項目別内訳 （単位：千円、％）

令和６年度
（２月補正含む）

令和５年度
（２月補正含む）

予算額 Ａ 予算額 Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

給 与 費 3,387,970 3,260,809 127,161 103.9

公 債 費 84,299,489 86,281,670 △ 1,982,181 97.7

災害復旧事業費 100,000 100,000 0 100.0

県営建築事業費 2,425,314 1,288,264 1,137,050 188.3

一 般 行 政 経 費 13,886,488 16,795,301 △ 2,908,813 82.7

施 策 的 経 費 13,762,568 14,896,196 △ 1,133,628 92.4

税 関 係 交 付 金 95,783,000 110,110,000 △ 14,327,000 87.0

予 備 費 200,000 200,000 0 100.0

合 計 213,844,829 232,932,240 △ 19,087,411 91.8

◇ 目的別内訳 （単位：千円、％）

令和６年度
（２月補正含む）

令和５年度
（２月補正含む）

予算額 Ａ 予算額 Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

総 務 費 22,353,142 24,240,478 △ 1,887,336 92.2

教 育 費 11,109,198 12,000,092 △ 890,894 92.6

災 害 復 旧 費 100,000 100,000 0 100.0

公 債 費 84,299,489 86,281,670 △ 1,982,181 97.7

諸 支 出 金 95,783,000 110,110,000 △ 14,327,000 87.0

予 備 費 200,000 200,000 0 100.0

合 計 213,844,829 232,932,240 △ 19,087,411 91.8

区　分
対前年度

区　分
対前年度
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Ⅱ 総務部主要施策 
 

 

１ 新たな人の流れ創出・拡大プロジェクト            

◇ふるさと納税の推進 

ふるさと納税の寄附の返礼品を通じて、県の魅力を発信するとともに、本県への新

たな人の流れを創出・拡大します。 
 

ふるさと納税寄附拡大事業 98,200 千円 

【税務課】 

◆趣   旨 
 
県内の特産品や体験・交流型のサービス等を返礼品として活用し、ふるさと納税の

拡大に取り組みます。 

 

◆事業の概要 

○募集方法 

  ポータルサイトによる情報発信 
 
○返礼品 

県産農林水産物等の特産品や本県の自然や文化を感じられる体験・交流型のサービ

ス、山口県への旅行クーポン等 

 

  

～大交流維新～ 
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１ 新たな時代の人づくり推進プロジェクト                  

◇生涯にわたる人づくりの基礎を培う取組の推進 

生涯にわたる人格形成の基礎を培う乳幼児期において、障害のある子ども、障害の

ない子どもが共に活動できる場の整備や安心・安全に過ごすことのできるよう、私立

幼稚園等における多様性に配慮した環境整備等を推進します。 
 

誰もが育ち・学び・遊べる幼児教育環境づくり推進事業 82,368 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

障害のある子ども、障害のない子どもをはじめ、誰もが等しく育ち・学び・遊べる

環境の整備を推進するため、私立幼稚園等における多様性に配慮した環境整備等に要

する経費の一部を助成します。 
 
◆事業の概要 

 
○多様性に配慮した遊具等の導入支援 

・補助対象 

 幼稚園及び認定こども園 

・対象経費 

 多様性に配慮した遊具等の導入 

・補助基準額 

 2,000千円/園 

・負担割合 

区 分 
負担割合 

国 県 園 

幼稚園 1/3 1/6 1/2 

認定こども園 1/2 1/6 1/3 
 
 ○バリアフリー化工事の支援 

 
・補助対象 

 幼稚園及び認定こども園 

・対象経費 

 バリアフリー化工事（工事費が 5,000 千円以下の小規模工事に限る。） 

・補助基準額 

 5,000千円/園（下限 1,500 千円） 

・負担割合 

区 分 
負担割合 

国 県 園 

幼稚園・認定こども園 1/3 1/6 1/2 

   
 

  

～生活維新～ 
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◇地域や時代のニーズに対応し、チャレンジのための環境を整える取組の推進 
私立学校における特色ある教育を推進するため、教育条件の維持・向上や環境整備

等に対する支援を行います。 

また、県内大学等における特色や強みを活かした教育・研究機能等の連携・協働の

推進や、山口県立大学における人材育成機能等の強化を図ります。 
 

私立学校運営費補助 4,219,649 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
 
私立学校の教育条件の維持・向上、保護者負担の軽減、学校経営の健全性の向上を

図る観点から、私立学校における教育に係る経常的経費について助成します。 

 

◆事業の概要 
                                

                    〔生徒等１人当たり補助単価  (単位：円)〕 

      

年 度 
 

学校種別 

６年度 ５年度 比較増減 
対前年度比 

（％） 

高等学校 

全日制 361,500 357,500 ＋4,000 
101.1 

(＋1.1) 

通信制 

(狭域) 
67,000 65,000 ＋2,000 

103.1 

(＋3.1) 

中学校 285,000 281,000 ＋4,000 
101.4 

(＋1.4) 

幼稚園 209,000 205,000 ＋4,000 
102.0 

(＋2.0) 
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新幼稚園人材確保総合対策事業 72,080 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

幼稚園人材の安定的な確保と幼児教育の質の更なる向上のため、私立幼稚園が実施

する処遇改善や一種免許状の取得促進等について支援します。 

 

◆事業の概要 

  ○私立幼稚園人材確保対策補助事業 

   私立幼稚園が実施する教職員の処遇改善に対する支援 

   ・補助上限：対象教員数×月額１７千円×法定福利費×月数 

   ・負担割合：国１／４、県１／４、園１／２ 

  〇人材確保対策支援事業 

   幼稚園に就職を希望する学生に対する貸付 

   ・貸付上限：修学資金 600千円／年 

         入学準備金 200千円、就職準備金 200千円 

   ・負担割合：国９／１０、県１／１０ 

  ○一種免許状保有者確保事業 

   私立幼稚園等における一種免許状を取得している教員の配置にかかる支援 

   ・補 助 額：教員一人当たり１２千円 

 ・負担割合：国１／２、県１／２ 

 
 
  
 

私立幼稚園預かりサポート推進事業 456,140 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

私立幼稚園が実施する預かり保育、特別の支援が必要な幼児の受入れに対して助成

を行うことにより、子育て支援の充実を図ります。 

 

◆事業の概要 
 

［助成対象］担当教員人件費等の一部 

○預かり保育推進事業 

・対 象 事 業：平日の早朝及び教育時間終了後に実施する預かり保育 

・補助上限 額：１園当たり350千円～950千円 

 ○休業日預かり保育推進事業 

  ・対 象 事 業：土・日曜日、夏休み等の休業日に実施する預かり保育 

・補助上限 額：１園当たり 90千円～360千円  

 ○特別支援教育費補助事業  

  ・対 象 事 業：特別の支援が必要な幼児の受入れ  

・補助上限 額：園児１人当たり784千円  
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私立幼稚園地域子育て支援事業 11,596千円 

 【学事文書課】 

◆趣   旨 
  
幼児教育のセンターとしての役割を積極的に果たすため、私立幼稚園が実施する各

種取組に対して助成することにより、地域における子育て支援の推進を図ります。 

  

◆事業の概要 
  
○対象事業等                                                         

 

項    目 事  業  内  容 

幼児教育相談の実施 幼稚園児以外の幼児に関する教育相談 

幼児教育講演会 幼児教育に関する公開講演会等、各種講座の開催 

 未就園児の親子登園 未就園児親子の登園日を設け、幼稚園を開放 

 小学校との連携に資する事業 小学校との円滑な接続に資する事業 

「ふるさと山口」教育推進事業 郷土や山口県の歴史、文化、産業等を学ぶ取組 

 家庭・地域における幼児教育の 

促進に資する事業 

 

保護者に対する学習機会・情報の提供拡大、家庭・ 

地域における幼児教育の促進に資する取組 

 

○補助上限額  １園当たり 500千円  
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私立幼稚園等教育支援体制整備事業 

（一部２月補正） 

95,423 千円   

（71,832 千円） 

【学事文書課】 

◆趣   旨 

子どもを安心して育てることができるよう、私立幼稚園等が行う教育支援体制の整

備に係る経費に対する支援等を行います。 
   
◆事業の概要 
  
 ＜令和６年度当初分＞ 

○幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（一部２月補正） 

   ・助成対象：遊具・運動用具・教具等の設置に必要な経費 

・負担割合：認定こども園  国１／２、園１／２（補助上限額：1,000千円） 

幼   稚   園  国１／３、園２／３（補助上限額：  666千円） 

○認定こども園等への円滑な移行のための準備支援 

   ・助成対象：認定こども園等への移行準備作業を行うための人件費等 

   ・負担割合：国１／２、園１／２（補助上限額：800千円） 

  ○補助員等配置による園務の平準化支援 

   ・助成対象：業務負荷が大きい時間帯において、園務の平準化を図ることを目的

として、新たに補助員等を配置するために必要な経費 

   ・負担割合：国１/２、園１/２（補助上限額：112千円） 

＜令和５年度２月補正分＞  

  ○幼児教育の質の向上のためのＩＣＴ化支援  

   ・助成対象：幼児教育の質の向上に必要なＩＣＴ環境整備に要する経費 

   ・負担割合：国１／２、園１／２（補助上限額：最大 750千円） 

 

 

 

私立幼稚園就園推進事業 166,754 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
 
幼児教育無償化の一環として、私立幼稚園に通う幼児の利用料の一部を助成します。 

 
◆事業の概要 
  
○対象となる世帯 

  子ども・子育て支援新制度に移行しない私立幼稚園に通う幼児がいる世帯 
 
○無償化の上限額 

  月額 25,700円 
 
○負担割合 

  国１／２、県１／４、市町１／４ 

（幼児の居住地の市町に対し交付） 
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私立高等学校等就学支援事業 3,419,268 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

家庭の状況に関わらず、全ての意志ある私立高校生等が安心して勉学に打ち込める

よう、私立高校生等に対して授業料の一部を助成することにより、家庭の教育費負担

の軽減を図ります。 

 
 

◆事業の概要 
  
 

〇高等学校等就学支援金 

  ・対象となる学校 

私立高等学校（全日制・通信制） 

私立専修学校（高等課程）、私立各種学校（国家資格者養成施設） 
 

  ・支給上限額（全日制の場合） 

 所 得 要 件 支 給 上 限 額 

世帯年収590万円未満程度   33,000円／月 

世帯年収590～910万円未満程度   9,900円／月（標準額） 

世帯年収910万円程度以上 対 象 外 

家計急変世帯   33,000円／月 

  ・実施方法 

    私立高等学校等に在学する生徒が、その学校の設置者を通じて県に申請し、 

学校設置者が生徒に代わって当該支援金を受給して、授業料に充当する。 

(代理受領) 

 

 

 〇私立高等学校等学び直し支援事業 

  高等学校等を中退した者が再度入学し学び直す場合に授業料の一部を支給する。 

  ※対象校は就学支援金と同一 
 

・支給上限額（全日制の場合） 

 所 得 要 件 支 給 上 限 額 

世帯年収590万円未満程度   24,750円／月 

世帯年収590～910万円未満程度   9,900円／月（標準額） 

世帯年収910万円程度以上 対 象 外 

家計急変世帯   24,750円／月 
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○私立高等学校専攻科修学支援事業 

  私立高等学校専攻科に通う、年収 380万円未満の世帯の生徒に対し、授業料の一

部を支給する。 
 

・支給上限額 

 所 得 要 件 支 給 上 限 額 

非課税世帯 35,600円／月 

世帯年収380万円未満程度 17,800円／月 

家計急変世帯 35,600円／月 
 

 

 

〇私立中学生就学支援事業 

  生活保護世帯や私立中学校入学後の収入状況が悪化し、授業料の納付が困難とな

った世帯の私立中学生を対象に授業料の減免を行う学校法人に対して助成を行う。 
   

・補助上限額 

 所 得 要 件 支 給 上 限 額 

生活保護世帯 

28,000円/月 
家計急変(年収400万円未満・資産700万円未満) 

家計急変世帯となった翌年度以降においても 

引続き年収400万円未満・資産700万円未満の世帯 
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子育て支援のための私立高校生授業料等減免事業 75,160 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
 
  高校段階における子育て支援として、私学の多様な教育を選択し、安心して学べる

環境づくりを推進するため、経済的理由で就学が困難な生徒等を対象として授業料等

の減免を行う学校法人に対して助成します。 

 

◆事業の概要 
  

○授業料等減免 

  ・私立高等学校（全日制）、 私立高等専修学校（大学入学資格付与校） 

   ［生活保護］            月額  1,650円以内 

   ［世帯年収590～610万円未満程度］          月額 6,600円 

 

 ○入学時納付金減免 

  ・私立高等学校（全日制） 

   ［世帯年収350万円未満程度］        70,000円以内 

 

○私立高等学校等就学支援事業と子育て支援のための私立高校生授業料等減免事業に

ついて 
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私立高校生等奨学給付金事業 195,904 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 

全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担を

軽減するため、低所得世帯の生徒に対して奨学のための給付金を支給します。 
 

◆事業の概要 

 ○支給要件 

  世帯年収270万円未満程度の生徒 

 

 ○対象となる学校 

  私立高等学校（全日制・通信制、専攻科） 

  私立専修学校（高等課程）、私立各種学校（国家資格者養成施設） 等 

 

 ○支給額（年額） 

区  分 Ｒ６年度 Ｒ５年度 

生活保護受給世帯（全日制等・通信制） 52,600円  52,600円  

非 課 税 
世 帯 

全日制等（第１子） 142,600円  137,600円  

全日制等（第２子以降） 
（15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合） 

152,000円  152,000円  

非課税世帯の通信制・専攻科 52,100円  52,100円  

※全日制等：通信制・専攻科以外 
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拡私立専門学校修学支援事業 222,816 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

低所得者世帯の者等であっても、私立専門学校に修学することができるよう、授業

料等の減免を行うことにより、世帯の教育費負担を軽減します。 
 

◆事業の概要 
 

 ○支援対象 

  住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の私立専門学校生 

  ※要件確認を受けた県内私立専門学校に在籍する者に限る 
 
 ○対象費用 

  入学金及び授業料 
 
○支給額上限（年額） 

区分 

年収 

約270万円

未満 

年収 

約300万円

未満 

年収 

約380万円

未満 

年収 

約380～600万円未満 

多子世帯 理工農系 

入学金 160,000円 106,700円 53,400円 40,000円 - 

授業料 590,000円 393,400円 196,700円 147,500円 文系との差額 
 

私立専修学校運営費補助事業 3,449 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

私立専修学校の職業人材養成機能の強化・充実を図るため、運営費と企業等との連

携に係る経費を助成します。 
 

◆事業の概要 
 

 ○私立専修学校運営費補助事業 

・助成対象：学校法人等が設置する専修学校（専門課程・高等課程） 

・対象経費：人件費、教育研究費、管理経費及び設備関係支出 

・補助単価：専門課程：生徒１人当たり 792円 

高等課程：生徒１人当たり 462円 

 

○私立専門学校職業実践専門課程補助事業 

 ・助成対象：職業実践専門課程に認定された私立専門学校（専修学校専門課程） 

 ・対象経費：企業等との連携に係る経費 

 ・補助上限額：１校当たり150千円 

  ・補 助 率 ：県１／２ 
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私立学校給食費等に係る物価高騰差額補助事業 47,686 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
 
光熱費、燃料費及び食材料費のさらなる価格上昇や高止まりが予見されるなかにあ

っても、私立学校等において、これまでどおりの栄養バランスや量を保った学校給食

等の提供が行われるよう、給食材料費等に係る増加経費の一部を助成します。 
 
◆事業の概要 
  
○対象 

私立幼稚園・幼稚園型認定こども園、私立中学校 等 

 

 

 

 

  

私立学校等光熱費高騰対策支援事業 29,030 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
 
引き続き物価が高騰している中にあっても、私立学校等において、教育条件の維

持・向上が確保できるよう、私立学校等に対して光熱費高騰に対する支援金を支給し

ます。 
 
◆事業の概要 
  
○対象 

私立幼稚園・幼稚園型認定こども園、私立中学校・高等学校 等 

 



- 14 - 

 

 

 

  

大学等地域活性化人材育成推進事業 28,990 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 
   

新たな時代において県内で活躍する人づくりを推進するため、県内大学等が 

企業等と連携して行う地域や時代のニーズに沿った人材の育成の取組を支援し 

ます。 

 

◆実 施 主 体 
 
  大学リーグやまぐち 

 

◆事業の概要 
 

○育成すべき人材像の具体化・共有化 

  ・地域や時代のニーズに沿った人材像を議論するとともに、人材育成の取組の 

企画や進行管理を行うワーキンググループを設置 
 

 ○人材の育成に係るサポート体制の整備 

・大学等や地域・企業等に対する指導助言やイベントの企画運営等を行うア 

ドバイザーを配置 
 

○教育水準の向上に係る取組の支援 

  ・地域や時代のニーズに即した教育や、県内企業等と連携した教育の実施によ 

る県内大学等の教育水準の向上に資する取組を支援（データサイエンス共通 

教材の作成、ＰＢＬ※や共同研究の実施のための環境整備）  
※ＰＢＬ：Project Based Learning（課題解決型の教育プログラム） 

 
○キャリア教育に係る取組の支援 

  ・大学生に対して地域での活躍の場を紹介する取組（企業発見フェア、分野特 

化型企業交流会等）や、高校生に対して県内大学等の魅力を発信する取組 

（県内進学ガイドブック、オープンキャンパスマップ、県内進学・仕事魅力 

発信フェア）を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内大学等 

県内企業等 学 生 

PBL 教育 
プログラム 

連 携 課題解決力 

の向上 
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県立大学運営費交付金等 1,296,919 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 

山口県立大学を設置・管理する「公立大学法人山口県立大学」に対して運営費   

 の交付等を行うことにより、自主的・自律的な大学運営を支援します。 

 

◆事業の概要 

 ○県立大学運営費交付金 1,289,257 千円 

法人が自主的・自律的に行う大学運営の財源に充てるため、県が法人に対して、 

運営費交付金等を交付（修学支援減免分を含む。） 

［事業主体］ 公立大学法人山口県立大学 

  ○県立大学施設費 7,315千円 

  法人が行う大学施設の改修等  

［事業主体］ 公立大学法人山口県立大学  

 ○県立大学管理費 347千円 

法人の業務実績に係る評価等を行うため県に設置する公立大学法人評価委員 

 会の開催等 

［事業主体］ 県 
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２ 安心を支える医療と介護の充実・強化プロジェクト               

◇医療提供体制の充実・強化      

高齢化などにより救急出動件数が増加傾向にある中、県民の安心安全の確保のため、

電話相談体制を構築するとともに、救急救命士の病院前救護活動の質の向上に取り組

み、救急車の適正利用や救急医療体制の充実強化を図ります。 

救急安心センター事業 36,053 千円 
 

【消防保安課】 

◆趣   旨   

急な病気やケガ等で、救急車を呼ぶか、病院に行くか、判断に迷った場合に看護師な

どの専門家からアドバイスを受けることができる電話相談窓口「救急安心センター（♯

7119）」を設置・運営することで県民の不安軽減を図るとともに、救急車の適正利用の

推進や不要不急な受診の抑制を進め、救急医療体制の充実強化を図ります。 
 

 

◆事業の概要   
〇救急安心センター（＃７１１９）の設置・運営  

・おおむね１５歳以上の者を対象とする２４時間 

３６５日体制の電話相談  

・医師、看護師が緊急性の有無の相談や適切な医療 

機関の案内等を実施 

・県、市町が協議会を設置し、共同で運営 

 
  
 

救急業務高度化推進事業 2,000 千円 
 

【消防保安課】 

◆趣   旨   

救急救命士が行う病院前救護活動に関する専門研修を開催し、本県の病院前救護活

動の高度化・標準化を図ることで、内因性疾病傷病者の「防ぎ得た死亡と後遺症」を回

避するための取り組みを推進します。 

 
  

◆事業の概要   
〇内因性疾病傷病者に行う病院前救護活動に関する研修の開催  
・県内の消防本部に勤務する救急救命士を対象に実施 

 

 

 

 
 
 

～生活維新～ 
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３ 災害に強い県づくり推進プロジェクト                     

◇防災・危機管理対策の強化 

本県の防災力を更に強化するため、能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策

の検討を行うとともに、県民一人ひとりの防災意識の高揚、自主防災組織を中心とし

た住民や地域の自発的な取組の促進等の取組を更に推進し、今後起こり得る大規模災

害に対応する体制を強化します。 

  また、園児・生徒の安心・安全確保のため、地域の防災拠点としての機能も有する

私立学校施設の耐震化を促進します。 

 

新地震・津波防災対策推進事業 42,181 千円 

【防災危機管理課】 

◆趣   旨 

  令和６年１月に発生し甚大な被害が発生している能登半島地震を踏まえ、防災対

策・対応の根幹となる県民一人ひとりの防災意識を高揚させるとともに、本県におけ

る地震・津波被害想定を見直し、防災・減災対策を更に推進します。 

 

◆事業の概要 

 ○能登半島地震における課題検証及び防災・減災対策の見直し・検討 

  有識者による地震・津波防災対策検討委員会を設置し、能登半島地震における課

題検証及び本県の防災・減災対策の見直し・検討を実施 

 

 ○地震・津波被害想定の見直し 

  防災・減災対策の基礎的資料となる県内の地震・津波被害想定の見直しを実施 

 ○防災意識の高揚 

  ・防災体験ＶＲの整備 

   地震・津波等の防災体験のできるＶＲ機器を整備し、防災訓練や各種講演・

地域活動に活用 

  ・防災対策に係る普及啓発動画の作成 

   率先避難をはじめとした防災対策を視覚的に認識できるよう動画を作成し、

ＨＰに公開するとともに自主防災アドバイザーの活動において活用。 

  ・防災シンポジウムの開催 

   災害時に適切な避難行動をとれるよう、一般県民向けの講演会を開催します。 

  ・大島防災センター展示の更新 

   県の地震・津波防災対応等の拠点である大島防災センターに、能登半島地震

等に係る展示パネルを追加設置 

 ○国土強靭化地域計画の見直し 

  ・国土強靭化地域計画専門部会の設置 

  ・山口県国土強靭化地域計画の改定 

 
 

～生活維新～ 
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地域防災力充実強化事業 8,372 千円 

【防災危機管理課】 

◆趣   旨 

大規模な自然災害等の発生に備え、自主防災組織の

活性化や住民の防災意識の向上など、自助・共助の取

組を促進することにより、地域の防災力を充実強化

し、災害に強い県づくりを推進します。 

 

◆事業の概要 

○自主防災組織の活性化 

地域防災の要である自主防災組織を活性化するため、自主防災組織に指導・助言

を行う自主防災アドバイザーを養成して地域に派遣するほか、スキルアップ研修を

充実し、アドバイザーの活動を強化します。 

○住民の自発的な避難行動の促進 

住民の自発的な避難行動を促進するため、地域で率先避難や呼びかけ避難の体制

づくりをする際、また、住民による自主的な避難所運営を行うための手引きの作成

をする際に自主防災アドバイザーを派遣し、支援します。 

○若い世代の防災意識の向上 

若い世代の防災意識の向上を促進するため、小学生を対象にした 

ＡＲ機器やＶＲ機器を活用した体験型の防災学習講座を実施します。 

また、全小中学生を対象に、自宅周辺の災害リスクの状況や避難

のタイミングなどをとりまとめた「避難カード」の作成を通じて、 

家庭で防災対策を考える機会をつくります。 

 

私立学校耐震化促進事業 20,699 千円 

【学事文書課】 

◆趣   旨 

子どもの命を守り、地域の避難所としても機能する私立学校の施設について、学校

法人の実施する耐震化対策を促進し、防災体制の強化を図ります。 

 

◆事業の概要 

[対象施設 ] 2階以上又は200㎡以上の学校施設等 

[対象事業等]  

 

 

 

 

 

 

 

 
※（ ）はIs値0.3未満の場合              校舎耐震補強の取組 

国 県 法人

耐 震 診 断 1/3 1/3 1/3

1/3 1/6 1/2
(1/2) (1/6) (1/3)

耐 震 改 築 1/3 1/6 1/2

非構造部材
耐 震 対 策

区分
負担割合

耐 震 補 強

1/3 1/6 1/2
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Ⅲ 岩国基地に係る交付金関連事業 
 

◆趣   旨 
 

再編関連特別地域整備事業について、令和６年度交付金（50億円）及び基金繰入金等

を活用し、ハード・ソフト両面から産業振興や交流促進等の事業に取り組むことにより、

岩国・和木・大島地域の振興や安心・安全対策の一層の推進を図ります。 
 

 

◆事業の概要 
  

１ ハード事業                           (単位 千円) 

区分 事業費 事  業  内  容 県 事 業 名 

１ 地域振興策 

産業振興 

 

 

 

100,000 農業生産基盤整備（岩国市） 農業生産基盤整備事業 

50,000 漁場整備（周防大島町） 
内海東部地区水産環 
境整備事業 

2,793,000 
現道拡幅整備、バイパス整備 等 
（岩国市、周防大島町、和木町） 

道路改良費 

223,000 港湾施設整備（岩国市） 港湾改修費 

54,033 
東部地域産業振興センター整備 

（岩国市) 

東部地域産業振興セ 

ンター整備事業 

交流促進 

 

 

 

88,000 港湾施設整備（岩国市、周防大島町） 港湾改修費 

102,624 県立武道館整備（岩国市） 
県東部地域県立武道 
館整備事業 

２ 安心・安全対策 

防災対策 
 
 
 

10,102 地域安全センター整備（和木町） 駐在所等改築費 

94,945 交通安全施設整備（岩国市） 
交通事故防止施設総 
合整備事業 

190,000 大島大橋照明設備整備（周防大島町） 道路改良費 

595,000 
河床掘削、護岸整備等（岩国市、 
和木町） 

河川改修費 

40,050 砂防堰堤機能増進（岩国市） 通常砂防事業費 

10,000 森林機能強化対策（岩国市） 
｢緑のダム｣緊急整備 
事業 

計 4,350,754  

  

産  業 

インフラ 

整  備 

観光・文化 

等交流施設 

整   備 

治安・防災 

施設整備 
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２ ソフト事業                         （単位 千円） 

区分 事業費 県 事 業 名 事 業 内 容 

１ 地域振興策 

産業振興 

200,000 
東部地域企業誘致加速

事業 

東部地域に工場等を新増設する企業

への優遇措置等 

13,551 
東部地域小規模事業者

支援事業 

創業支援やサービス産業活動支援な

ど小規模事業者の経営支援 

交流促進 

6,792 
東部地域観光施設等イン

バウンド対応整備事業 

多言語による観光案内に係る経費へ

の補助 

7,700 東部地域文化振興事業 
日米交流を図るための文化芸術活動

実施経費への助成 

710 
東部地域岩国基地内大

学就学支援事業 

岩国基地内大学への就学費用に対す

る助成 

106,702 
東部地域グローカル人

材育成事業 

県立高校等におけるグローバルな視

点で地域課題に取り組む人材の育成 

77,530 
国際交流支援員による

国際交流推進事業 

公立中学校等への国際交流支援員の

配置支援 

19,485 
小中学校日本語指導支

援員配置事業 

公立小中学校への日本語指導支援員

の配置支援 

２ 安心・安全対策 

定住対策 

153,790 住宅環境改善支援事業 
県が指定した区域における住宅環境

改善経費への助成 

33,900 
東部地域の医療を支え

る医師確保促進事業 

へき地医療拠点病院が行うへき地の公

立病院への医師派遣等に対する支援 

37,100 
東部地域高校教育支援

事業 

県立学校寄宿舎等の運営支援を通じ

た高校教育の支援 

計 657,260  

 

３ 基金造成                          （単位 千円） 

区分 事業費 事  業  内  容 

基金造成 2,626,058 
「岩国・和木・大島地域まちづくり基金」への積立 

 県東部地域県立武道館整備等の複数年度に及ぶ事業に活用 
 
◆予 算 措 置   

                            （単位 千円） 

区    分 予  算  額 
財 源 内 訳 

国支出金  繰 入 金 財産収入等 

合計（ハード事業・ソフト事業・基金造成） 7,634,072 5,000,000 2,614,814 19,258 

 

【総務部所管予算】 

 １ ソフト事業 「東部地域岩国基地内大学就学支援事業」       710千円 

「住宅環境改善支援事業」            153,790千円 

 ２ 基金造成  「岩国・和木・大島地域まちづくり基金積立金」 2,626,058千円 

                          合 計  2,780,558千円 
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  【参考】

◇ 一般会計予算額内訳（課別）
（単位：千円、％）

令和６年度
(2月補正含む)

令和５年度
(2月補正含む)

予算額 Ａ 予算額 Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

264,092 263,240 852 100.3

一 般 行 政 経 費 264,092 263,240 852 100.3

3,828,243 2,396,521 1,431,722 159.7

一 般 行 政 経 費 3,828,243 2,396,521 1,431,722 159.7

11,460,133 12,326,179 △ 866,046 93.0

一 般 行 政 経 費 462,049 432,558 29,491 106.8

施 策 的 経 費 10,795,914 10,906,361 △ 110,447 99.0

県 営 建 築 事 業 費 202,170 987,260 △ 785,090 20.5

4,247,592 4,247,260 332 100.0

一 般 行 政 経 費 4,135,595 3,905,518 230,077 105.9

施 策 的 経 費 0 40,738 △ 40,738 皆減

県 営 建 築 事 業 費 111,997 301,004 △ 189,007 37.2

102,275,155 116,713,574 △ 14,438,419 87.6

一 般 行 政 経 費 6,393,955 6,508,574 △ 114,619 98.2

施 策 的 経 費 98,200 95,000 3,200 103.4

税 関 係 交 付 金 95,783,000 110,110,000 △ 14,327,000 87.0

3,254,556 1,485,242 1,769,314 219.1

一 般 行 政 経 費 1,092,856 999,149 93,707 109.4

施 策 的 経 費 50,553 486,093 △ 435,540 10.4

県 営 建 築 事 業 費 2,111,147 0 2,111,147 皆増

467,058 442,871 24,187 105.5

一 般 行 政 経 費 429,005 416,481 12,524 103.0

施 策 的 経 費 38,053 26,390 11,663 144.2

2,841,020 3,392,211 △ 551,191 83.8

一 般 行 政 経 費 61,172 50,597 10,575 120.9

施 策 的 経 費 2,779,848 3,341,614 △ 561,766 83.2

85,097,905 91,560,555 △ 6,462,650 92.9

一 般 行 政 経 費 498,416 4,978,885 △ 4,480,469 10.0

公 債 費 84,299,489 86,281,670 △ 1,982,181 97.7

災 害 復 旧 事 業 費 100,000 100,000 0 100.0

予 備 費 200,000 200,000 0 100.0

109,075 104,587 4,488 104.3

一 般 行 政 経 費 109,075 104,587 4,488 104.3

213,844,829 232,932,240 △ 19,087,411 91.8

◇ 特別会計予算額内訳
（単位：千円、％）

令和６年度 令和５年度

予算額 Ａ 予算額 Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

274,268 86,841 187,427 315.8

113,290,424 125,426,619 △ 12,136,195 90.3

3,786,494 3,871,761 △ 85,267 97.8

117,351,186 129,385,221 △ 12,034,035 90.7

秘 書 課

区　分
対前年度

人 事 課

給 与 厚 生 課

学 事 文 書 課

管 財 課

税 務 課

防 災 危 機 管 理 課

消 防 保 安 課

岩 国 基 地 対 策 室

財 政 課

当せん金付証票発売事業

合　計

対前年度

合 計

区　分

土 地 取 得 事 業

公 債 管 理



 

 

 


